
 

 

「食の安全性に関する意識」についての 

食品安全モニター調査結果と国政モニター調査結果との比

 
 
 
１． 食品安全委員会では、平成 15 年 9 月に食品安全モニター

12 月には国政モニターを対象に、「食の安全性に関する意
アンケート調査（以下、それぞれ、「食品安全モニター調査

ー調査」という。）を行った。 
   食品安全モニターは、食品の安全に関して関心があり、

験を有する方が対象となっているのに対して、国政モニタ

般の方が対象となっているという違いがある。そこで、両

ような違いがあるかの比較を行った。 
   なお、調査時点のほか、回答者の属性などに違いがある

る必要がある。回答者の属性に関しては、食品安全モニ

23.7％、女性 76.3％であるのに対し、国政モニター調査は
性 46.3％と、男性割合が高い。また年齢別では、国政モニタ
60 歳以上層の割合がやや高い構成となっている（「別紙１
較」参照）。 

 
２． 食品安全モニター調査と国政モニター調査との間で比較

目について、それぞれ整理したものが、別紙２である。 
これらをみると、両調査結果は、概ね同様の傾向を示して

食品の安全性の観点から不安を感じる要因については、両者

がかなりみられた。 
このほかでは、食の安全の分野におけるこれまでの行政の

ケーションに対して、国政モニターの方が厳しい評価をする

た（別紙２の４参照）。 
また、消費者と行政関係者、科学者との間での食品の安全

のギャップを感じる者が、国政モニターの方が若干ながら多

参照）。 
さらに、緊急事態が発生した場合に信用できると思う情報

せ先についても、幾分差がみられた（別紙２の８・９参照

思う情報源では両者とも「新聞」、「テレビ・ラジオ」が上位

政モニターの方がそれらを選択した者の割合がより高い。情

は、両者とも「保健所」を選択した者の割合が最も高いが、

方では次いで「都道府県等の消費生活センター」を選択す

 
 
 

資料４－２
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３． 中でも両者の意識に差がみられた、食品の安全性の観点から不安を感じ

る要因については、以下のとおりの結果となっている。 
   両者とも上位に、「農薬」、「食品添加物」などがあがっている点は共通し

ているが、国政モニターが不安を感じる要因として選択した者の割合の高

い上位グループでは、輸入食品を除き、国政モニターの方がより多くの人

が不安を感じている傾向にある。特に、「農薬」、「食品添加物」、「汚染物質」、

「プリオン」、「微生物」、「放射線照射食品」では、食品安全モニターと比

較して両者の選択比率に１５％ポイント以上も開きがあり、国政モニター

では、８割を超える者が「農薬」や「食品添加物」に不安を感じている。 
   一方、国政モニターが不安を感じるとする割合の低い下位グループでは、

逆に、国政モニターと比較して食品安全モニターの方が不安を感じている

人が多い傾向にある。特に、「いわゆる健康食品」、「飼料」、「器具・容器包

装」では、両者の選択比率に１５％ポイント以上も開きがあり、食品安全

モニターでは４割を超える者が「いわゆる健康食品」や「飼料」に不安を

感じている。 
 

 

食品の安全性の観点からより不安を感じているもの

89.0%

84.4%

77.3%

71.5%

63.5%

63.2%

51.5%

49.1%

47.2%

42.6%

36.2%

30.7%

30.1%

20.9%

20.9%

15.6%

11.3%

1.2%

67.7%

64.4%

60.7%

42.6%

66.4%

46.8%

49.0%

29.7%

34.3%

27.3%

26.4%

34.3%

45.1%

23.5%

23.3%

48.6%

35.4%

12.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

農薬

食品添加物*1

汚染物質

プリオン

輸入食品

微生物

遺伝子組換え食品

放射線照射食品*2

ウイルス

新開発食品

動物用医薬品

かび毒・自然毒

飼料

肥料

異物混入

いわゆる健康食品

器具・容器包装

その他

国政モニター 食品安全モニター

（いくつでも選択可）

 
*1：食品安全モニター調査の選択肢では「添加物」と、国政モニター調査の選択肢では「食品添加物」と表記。  
*2：食品安全モニター調査の選択肢では「放射線照射」と、国政モニター調査の選択肢では「放射線照射食品」
と表記。  



別紙１

調査対象者の属性 

 
１．回答者数及び有効回答率： 

食品安全モニター  455 人：96.8％ 国政モニター  326 人：59.3％ 

 

２．男女別： 

男女別構成割合

国政モニター

食品安全モニター

男性 女性

108人,23.7% 347人,76.3%

175人,53.7% 151人46.3%

 
 
３．年代区分別： 

年 代 区 分 別 構 成 割 合

8 .6 %

2 3 .5 % 2 2 .6 %
2 1 .3 %

1 7 .8 %

6 .2 %

0 .0 %

5 .0 %

1 0 .0 %

1 5 .0 %

2 0 .0 %

2 5 .0 %

0 .0 %

5 .0 %

1 0 .0 %

1 5 .0 %

2 0 .0 %

2 5 .0 %

97人 107人 103人 81人 

 

４．職務経験区

 〈食品安全モ

食品関係

食品関係研

医療・教

その他消

 

 〈国政モニタ

自営業主

管理・専

事

販売・サー

主

無

2 0 ～ 2 9 歳 3 0 ～ 3 9 歳 4 0 ～ 4 9 歳 5 0 ～ 5 9 歳 6 0 ～ 6 9 歳 7 0 歳 以 上

＜ 食 品 安 全 モ ニ タ ー ＞

1 0 .7 %

2 2 .1 %

1 7 .5 %

2 2 .7 %

8

1 8 .7 %

2 0 ～ 2 9 歳 3 0 ～ 3 9 歳 4 0 ～ 4 9 歳 5 0 ～ 5 9 歳 6 0 ～ 6 9 歳 7 0 歳 以 上

＜ 国 政 モ ニ タ ー ＞

 

28人 39人 

72人 74人 
.3 %
27人 35人 57人 61人 

分： 

ニター〉 

業務経験者 

・現在もしくは過去において、食品の生産、加工、流通、販売等に関する

職業（飲食物調理従事者、会社・団体等役員などを含む）に就いた経験を

５年以上有している方 

・過去に食品の安全に関する行政に従事した経験を５年以上有している方

164 人

究職経験者 

・現在もしくは過去において、試験研究機関（民間の試験研究機関を含む）、

大学等で食品の研究に関する専門的な職業に就いた経験を５年以上有し

ている方 

33 人

育職経験者 
・現在もしくは過去において、医療、教育に関する職業（医師、獣医師、

薬剤師、看護師、小中高校教師等）に就いた経験を５年以上有している方
73 人

費者一般 ・上記の項目に該当しない方 185 人

ー〉 

・家族従事者 27 人 

門技術職 27 人 

務職 31 人 

ビス・労務職 86 人 

婦 66 人 

職 89 人 



別紙２ 

１ 食品安全モニター、国政モニター共に、食品の生産から消費までのうち、「生産段階」、

「製造・加工段階」に不安感 

食品の生産から消費までのうち、安全性を確保するために改善が重要と考える段階

79.6%

58.9%

33.4%

11.4%

5.5%

4.4%

2.4%

2.9%

0.2%

85.6%

54.0%

34.4%

9.5%

9.8%

2.1%

0.9%

1.8%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

生産段階（肥培管理、農薬散布、収穫時の管理など）

製造・加工段階

自然環境（水、土壌、大気など）

流通段階

販売段階

家庭の段階（保存・調理方法など）

外食の段階（保存・調理方法など）

その他

無回答

食品安全モニター 国政モニター

（２つ以内の選択）

 

 

２ 食品安全モニター、国政モニター共に、７割前後の者が「食品添加物」、「農薬」に発

がんの可能性を懸念 

発がんの可能性が高いと感じる要因

70.1%

65.5%

34.3%

24.6%

22.4%

13.0%

70.9%

69.0%

77.0%

57.1%

24.8%

37.4%

12.0%

13.8%

2.8%

7.1%

9.9%

5.5%

91.6%

75.4%

73.0%

66.8%

33.2%

23.6%

91.1%

69.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

タバコ

放射線

大気汚染・公害

食品添加物

農薬

紫外線

ウイルス

遺伝子組換え食品

おこげ

医薬品

お酒

普通の食べ物

その他

食品安全モニター 国政モニター

（いくつでも選択可）

 



３ 食品の安全性の観点から不安を感じるものについて、両モニターの意識に大きな差 

食品の安全性の観点からより不安を感じているもの

67.7%

66.4%

64.4%

60.7%

49.0%

48.6%

46.8%

45.1%

42.6%

35.4%

34.3%

34.3%

29.7%

27.3%

26.4%

23.5%

23.3%

12.3%

89.0%

63.5%

84.4%

77.3%

51.5%

15.6%

63.2%

30.1%

71.5%

11.3%

47.2%

30.7%

49.1%

42.6%

36.2%

20.9%

20.9%

1.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

農薬

輸入食品

食品添加物*1

汚染物質

遺伝子組換え食品

いわゆる健康食品

微生物

飼料

プリオン

器具・容器包装

ウイルス

かび毒・自然毒

放射線照射食品*2

新開発食品

動物用医薬品

肥料

異物混入

その他

食品安全モニター 国政モニター

（いくつでも選択可）

 
*1：食品安全モニター調査の選択肢では「添加物」と、国政モニター調査の選択肢では「食品添加物」

と表記。 

*2：食品安全モニター調査の選択肢では「放射線照射」と、国政モニター調査の選択肢では「放射線

照射食品」と表記。 



４ 食の安全の分野におけるこれまでの行政のリスクコミュニケーションに対して、食品

安全モニターより国政モニターの方が厳しい評価 

食の安全の分野におけるこれまでの行政のリスクコミュニケーションに対する評価

31.0%

39.1%

47.5%

38.9%

1.3%

1.8%

4.0%

10.1% 9.5%

16.5%

0.0%

0.2%

国政モニター

食品安全モニター

適切に行われていた 十分ではないが
行われていた

ほとんど行われて
いなかった

まったく行われて
いなかった

わからない 無回答

（１つ選択）

 

 

 

５ 国政モニターより食品安全モニターの方が地域での食の安全に関する意見交換会への

出席により高い意欲 

地域で開催される食の安全についての意見交換会への出席について

74.5%

96.0%

25.5%

4.0%

食品安全モニター

国政モニター

出席する 出席しない

（１つ選択）

 



６ 意見交換会では食品安全モニター、国政モニター共に「食の安全性確保のための規制

や監視などの施策」に高い関心 

食の安全についての意見交換会で希望する議題

70.5%

51.5%

51.5%

17.6%

1.1%

0.5%

67.9%

46.5%

40.7%

24.7%

2.5%

0.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

食の安全性確保のための規制や

監視などの施策について*

食品関連業者や他の消費者の

問題意識と取組について

海外や消費者などから寄せられた

食の安全を脅かす情報について

リスク評価について

その他

無回答

食品安全モニター 国政モニター

（２つ以内の選択）

 
*：食品安全モニター調査の選択肢では「リスク評価結果に基づき講じられている施策について」と表記。 

 

 

７ 食品の安全性に関して、食品安全モニターより国政モニターの方が消費者と行政関係

者、科学者との間での認識にギャップを実感 

消費者と行政関係者､科学者との間での食品の安全性に関する認識のギャップの程度

35.6%

40.5%

7.3% 12.1%

45.7%

40.9%

3.7%

0.6%

0.4%

8.6%

3.7%

0.9%

食品安全モニター

国政モニター

ある 若干ある ほとんどない 全くない わからない 無回答

（１つ選択）

 



８ 緊急事態の発生時に信用できると思う情報源として、食品安全モニターより国政モニ

ターの方が、「新聞」、「テレビ・ラジオ」をより多く選択 

緊急事態が発生した場合に信用できると思う情報源

77.6%

59.3%

49.2%

32.7%

7.3%

5.9%

5.3%

7.0%

7.7%

0.2%

86.5%

78.2%

37.4%

29.4%

14.4%

6.1%

10.1%

3.1%

11.7%

0.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

新聞

テレビ・ラジオ

官公庁のホームページ、政府広報

大学・研究機関のホームページ

雑誌

食品メーカーのホームページ

小売店の掲示、店員の説明

その他

特に信用している情報源はない

無回答

食品安全モニター 国政モニター

（３つ以内の選択）

 

 

９ 緊急事態の発生時の情報の問合せ先として「保健所」が最も多いが、国政モニターで

は、次いで「都道府県等の消費生活センター」を選択 

緊急事態の発生時に情報が知りたい場合の問合せ先

73.4%

56.3%

53.4%

27.7%

13.0%

11.0%

6.4%

4.0%

0.7%

9.5%

0.9%

77.6%

57.4%

66.9%

20.2%

28.5%

10.1%

7.4%

8.0%

3.1%

3.1%

0.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

保健所

国の行政機関

 都道府県等の消費生活センター

食品メーカー

消費者団体

生協

近隣、友人

小売店

農協または漁協

その他

無回答

食品安全モニター 国政モニター

（３つ以内の選択）

 




